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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第121期

第３四半期連結
累計期間

第121期
第３四半期連結
会計期間

第120期

会計期間

自平成20年
4月 1日

至平成20年
12月31日

自平成20年
10月 1日
至平成20年
12月31日

自平成19年
4月 1日

至平成20年
3月31日

売上高（百万円） 223,581 67,886 311,995

経常利益（百万円） 10,487 793 24,171

四半期（当期）純利益(△は損失)（百万円） 4,714 △695 14,241

純資産額（百万円） － 153,012 155,501

総資産額（百万円） － 255,940 254,263

１株当たり純資産額（円） － 1,394.781,418.31

１株当たり四半期（当期）純利益金額(△は損失)（円） 45.40 △6.69 137.15

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 56.6 57.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
17,497 － 31,367

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△22,321 － △27,312

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,182 － △2,343

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 33,553 28,318

従業員数（人） － 12,698 11,836

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　　　　　していない。

　　　　２．売上高には、消費税は含まれていない。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 12,698    

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）である。

２．臨時従業員の総数は従業員数に対する割合が100分の10未満のため、記載を省略している。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,866    

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。

２．臨時従業員の総数は従業員数に対する割合が100分の10未満のため、記載を省略している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ず

しも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多いため、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注

規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。

　このため生産、受注及び販売の状況については、「３.財政状態及び経営成績の分析」における事業の種類別セグメ

ントの業績に関連付けて示している。

販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月 1日
　　至　平成20年12月31日）

ゴム製品（百万円） 55,324

樹脂製品その他（百万円） 12,562

合計（百万円） 67,886

　（注）１．セグメント間の内部売上又は振替高952百万円については相殺消去している。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

　　次のとおりである。

  

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月 1日　
　　至　平成20年12月31日）

金額（百万円） 割合（％）

マルヤス工業（株） 9,970 14.7

３．本表の金額には、消費税等は含まれていない。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

 

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況　    

    当第３四半期連結会計期間における世界経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界金融危機に

より、欧米諸国の経済は後退し、堅調に伸びていた中国をはじめとするアジアやその他新興国の景気も減速に転

じた。

    わが国経済も、世界的な景気低迷の影響を受け、株価は暴落、輸出・国内需要とも急速に減少し、さらに円高の

進行により輸出産業の売上・収益を圧迫するなどして、国内景気は大幅に悪化した。

    当社グループを取り巻く経営環境は、自動車分野をはじめ、建設機械等の産業分野、情報機器分野などほとんど

全ての事業において、国内・海外ともに需要が急速に減少しており、加えて為替が円高で推移するなど、日々厳

しさを増した。

　  このように急変した経営環境の下、当社グループはグローバル規模で生産の最適化や生産効率の向上、間接部門

を含めた徹底したコストの低減に取り組むなど、刻々と変化する環境変化に的確に反応し迅速な課題解決を行

うべく業績改善対策活動を推進するとともに、新技術・新製品の開発に注力してきた。

    この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は67,886百万円、経常利益は793百万円となったが、投資有価証

券の時価下落による特別損失を計上したことなどにより四半期純損失は695百万円となった。

 

 

 

        事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりである。

ａ．ゴム製品事業

　　自動車用ゴム製品分野では、アジア諸国における自動車メーカー各社の生産台数の伸びが減少傾向にはあるもの

の、中国・タイの子会社の生産は堅調に推移したが、欧米諸国や日本においては、景気後退により、日系自動車

メーカーの生産台数は減少し、国内ならびに欧米の子会社の売上が大幅に減少した。

　  産業用ゴム製品分野では、建設機械向けなどの高圧ホースの受注が減少した。
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　　　　　この結果、セグメント間消去前の売上高は55,325百万円、営業利益は789百万円となった。

     　 ｂ．樹脂製品その他事業

　　プリンター用機能部品など事務機器向け精密部品分野では、事務機器の減産や新規立ち上がり品の遅れから受注

が減少し、内装材・ウレタン製品等自動車用樹脂製品分野では、自動車生産台数減少の影響から受注が減少し

た。

　　　　　この結果、セグメント間消去前の売上高は13,513百万円、営業利益は305百万円となった。 

 

         所在地別セグメントの業績を示すと次のとおりである。

ａ．日本

　　世界的な景気低迷の影響によりほとんど全ての事業において売上が減少したため、セグメント間消去前の売上高

は48,785百万円となり、加えて原材料高騰の影響もあり営業利益は6百万円となった。 

         ｂ．北米

　　米国の景気低迷の影響により自動車関連製品の売上が減少したため、セグメント間消去前の売上高は12,783百万

円となり、加えて原材料高騰の影響もあり営業利益は38百万円となった。 

         ｃ ．アジアその他　

欧州においては景気低迷の影響から自動車関連製品の売上は減少したが、アジア地域においては自動車関連

製品の売上が堅調であったため、セグメント間消去前の売上高は13,628百万円となり、営業利益は原材料高騰の

影響もあり1,050百万円となった。

 

　   （2）キャッシュ・フローの状況

　　　　　当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローは以下のとおりである。

　　 　 （現金及び現金同等物）

　　 　　　 当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ8,378百万円減少

　　　 　 し、当第３四半期連結会計期間末には33,553百万円となった。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　税金等調整前四半期純損失47百万円と減価償却費5,543百万円から、法人税等の支払額1,189百万円、その

　　　　　他調整項目を加減し、結果として当第３四半期連結会計期間において営業活動から得た資金は、947百万円

　　　　　となった。

　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　設備投資等により有形固定資産の取得による支出が8,785百万円になるなど、当第３四半期連結会計期間に

　　　　　おける投資活動に使用した資金は、9,049百万円となった。

　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　　配当金の支払、海外連結子会社の借入金の増加により、当第３四半期連結会計期間の財務活動による資金の　

 　　　　 増加は、16百万円となった。　

 

　　（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 

（4）研究開発活動

　　　　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,218百万円である。

　　　　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
（1）主要な設備の状況

　 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

 

 

 

（2）設備の新設、除却等の計画

　 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 　　　400,000,000

計 　　　400,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数
(株）

（平成21年2月6日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 104,042,806104,042,806
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部
1単元(100株)

計 104,042,806104,042,806 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
（百万円)

資本金残高
（百万円)

資本準備金増
減額（百万円)

資本準備金残高
（百万円)

平成20年10月1日～

平成20年12月31日
　－ 104,042,806　－ 12,145 　－ 10,867

　（注）　発行済株式総数、資本金、資本準備金の増減はない。

 

（５）【大株主の状況】

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。　
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

　　ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による

　　記載をしている。

　　

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 　－ － －

 議決権制限株式 (自己株式等) 　－ － －

 議決権制限株式 (その他) 　－ － －

 完全議決権株式 (自己株式等)  普通株式              205,100－ 1単元（100株）

 完全議決権株式 (その他)  普通株式          103,760,8001,037,608
1単元（100株）

(注1)

 単元未満株式  普通株式               76,906－
 1単元（100株）

 未満の株式(注2)

 発行済株式総数 　                 104,042,806－ －

 総株主の議決権 － 1,037,608 －

(注) １.「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権2個)が含まれている。

　２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式5株が含まれている。

 

②【自己株式等】

　                                                                      (平成20年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所　
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東海ゴム工業

株式会社 

愛知県小牧市

東三丁目１番地
205,100　－ 205,100 0.20

計 － 205,100　－ 205,100 0.20

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
4月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高（円） 1,535 1,613 1,534 1,408 1,331 1,234 1,104 950 795

最低（円） 1,343 1,306 1,348 1,208 1,171 1,018 653 734 643

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 33,553 28,318

受取手形及び売掛金 61,425 70,375

有価証券 500 500

製品 7,264 6,251

原材料 7,185 7,541

仕掛品 8,304 6,457

貯蔵品 2,747 2,911

未収入金 7,590 7,422

繰延税金資産 2,225 3,269

その他 1,553 1,185

貸倒引当金 △70 △170

流動資産合計 132,276 134,059

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 72,605 67,596

減価償却累計額 △35,454 △34,103

建物及び構築物（純額） 37,151 33,493

機械装置及び運搬具 172,510 171,134

減価償却累計額 △128,633 △125,100

機械装置及び運搬具（純額） 43,877 46,034

工具、器具及び備品 48,374 45,991

減価償却累計額 △40,757 △38,495

工具、器具及び備品（純額） 7,617 7,496

土地 11,085 11,005

建設仮勘定 8,401 5,736

リース資産 311 －

減価償却累計額 △63 －

リース資産（純額） 248 －

有形固定資産合計 108,379 103,764

無形固定資産 3,943 3,336

投資その他の資産

投資有価証券 7,128 10,296

繰延税金資産 896 636

その他 3,420 2,277

貸倒引当金 △102 △105

投資その他の資産合計 11,342 13,104

固定資産合計 123,664 120,204

資産合計 255,940 254,263
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 46,932 54,683

短期借入金 13,525 11,516

未払金 10,564 11,502

未払法人税等 231 2,590

役員賞与引当金 21 34

製品保証引当金 244 283

その他 8,867 6,596

流動負債合計 80,384 87,204

固定負債

社債 15,000 5,000

長期借入金 765 263

繰延税金負債 3,253 2,917

退職給付引当金 2,804 2,744

役員退職慰労引当金 245 227

その他 477 407

固定負債合計 22,544 11,558

負債合計 102,928 98,762

純資産の部

株主資本

資本金 12,145 12,145

資本剰余金 10,867 10,867

利益剰余金 122,696 119,875

自己株式 △262 △261

株主資本合計 145,446 142,626

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,125 2,005

為替換算調整勘定 △1,740 2,644

評価・換算差額等合計 △615 4,649

少数株主持分 8,181 8,226

純資産合計 153,012 155,501

負債純資産合計 255,940 254,263
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 223,581

売上原価 190,996

売上総利益 32,585

販売費及び一般管理費 ※1
 22,050

営業利益 10,535

営業外収益

受取利息 122

受取配当金 141

投資有価証券売却益 18

為替差益 114

持分法による投資利益 351

その他 406

営業外収益合計 1,152

営業外費用

支払利息 545

減損損失 57

固定資産廃棄損 191

その他 407

営業外費用合計 1,200

経常利益 10,487

特別損失

たな卸資産評価損 478

投資有価証券評価損 840

固定資産譲渡損 139

特別損失合計 1,457

税金等調整前四半期純利益 9,030

法人税、住民税及び事業税 1,255

法人税等調整額 2,016

法人税等合計 3,271

少数株主利益 1,045

四半期純利益 4,714
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 67,886

売上原価 59,544

売上総利益 8,342

販売費及び一般管理費 ※1
 7,248

営業利益 1,094

営業外収益

受取利息 46

受取配当金 60

持分法による投資利益 110

その他 131

営業外収益合計 347

営業外費用

支払利息 193

減損損失 4

固定資産廃棄損 75

為替差損 284

その他 92

営業外費用合計 648

経常利益 793

特別損失

投資有価証券評価損 840

特別損失合計 840

税金等調整前四半期純損失（△） △47

法人税、住民税及び事業税 △695

法人税等調整額 1,087

法人税等合計 392

少数株主利益 256

四半期純損失（△） △695
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,030

減価償却費 15,215

減損損失 57

のれん償却額 15

固定資産廃棄損 191

貸倒引当金の増減額（△は減少） △94

製品保証引当金の増減額（△は減少） △39

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 21

退職給付引当金の増減額（△は減少） 77

受取利息及び受取配当金 △263

持分法による投資損益（△は益） △351

支払利息 545

売上債権の増減額（△は増加） 7,311

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,400

仕入債務の増減額（△は減少） △6,069

その他 △298

小計 21,948

利息及び配当金の受取額 308

利息の支払額 △516

法人税等の支払額 △4,243

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,497

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △21,405

有形固定資産の売却による収入 78

投資有価証券の取得による支出 △268

投資有価証券の売却による収入 31

その他 △757

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,321

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,811

社債の発行による収入 10,000

配当金の支払額 △1,869

少数株主への配当金の支払額 △184

その他 424

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,182

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,497

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,861

現金及び現金同等物の期首残高 28,318

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 374

現金及び現金同等物の四半期末残高 33,553
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
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当第３四半期連結累計期間 

（自　平成20年 4月 1日

至　平成20年12月31日）

１.連結の範囲に関する

事項の変更

(1)連結の範囲の変更

　  第1四半期連結会計期間より、㈱ＴＲＩ九州及び㈱東海化成九州は重要性が増したため、

連結の範囲に含めている。また、当第3四半期連結会計期間より、連結子会社の㈱ＴＲＩ大

阪ステーション、東海ゴム北日本販売㈱及び東海ゴム西日本販売㈱を合併した。これに伴

い、東海ゴム北日本販売㈱と東海ゴム西日本販売㈱を連結の範囲から除外している。

　  なお、当合併による存続会社である㈱ＴＲＩ大阪ステーションは名称をＴＲＩホース販

売㈱に変更している。

 

 (2)変更後の連結子会社の数

２７社

２.会計処理基準に関す

る事項の変更

(1)「四半期財務諸表に関する会計基準」の適用　

　  第1四半期連結会計期間より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12

号平成19年3月14日）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第14号平成19年3月14日）を適用している。また「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成している。 

 

 (2)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

  たな卸資産

　  第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9

号平成18年7月5日） を適用し評価基準については、従来の原価法から原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）に変更している。

    これにより、営業利益及び経常利益がそれぞれ42百万円減少し、税金等調整前四半期純

利益が520百万円減少している。

　  なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載している。 

 (3)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　   第1四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第18号平成18年5月17日)を適用し、連結決算上必要

な修正を行っている。

　 　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はない。

 

当第３四半期連結累計期間 

（自　平成20年 4月 1日

至　平成20年12月31日）

 (4)「リース取引に関する会計基準」の適用　

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5

年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号(平成6年1月18日(日本公認会計

士協会　会計制度委員会)、平成19年3月30日改正))が平成20年4月1日以後開始する連結会計

年度に係る四半期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、第1四半期連結会

計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっている。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。

 (5)在外子会社等の収益及び費用の換算方法の変更

　　在外子会社等の収益及び費用は、従来当該子会社等の期末日の直物為替相場により換算し

ていたが、在外子会社等の重要性が増したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する在外

子会社等の業績をより的確に連結財務諸表に反映させるため、第1四半期連結会計期間より

期中平均相場による換算に変更している。

　　これにより、従来の方法によった場合に比べ売上高が2,195百万円、営業利益が204百万円、

経常利益が216百万円増加し、税金等調整前四半期純利益が216百万円増加している。

　　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載している。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年 4月 1日
至　平成20年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　 棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し、前四半期連結会計期間末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっている。

　 また、棚卸資産の簿価の切下げについては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ、簿価の切下げを行う方法によっている。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法　

　 法人税等の算定については、加減算項目や税額控除項目を重要なものに限

定する等の簡便的な方法によっている。

３．固定資産の減価償却費の算定方法

 

　 固定資産の減価償却費の算定において、定率法を採用している資産につい

ては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっている。

 

 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年 4月 1日
至　平成20年12月31日）

　当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を主に4～14年としていたが、平成20年度税制改正を契

機として資産の利用状況等を見直した結果、第１四半期連結会計期間より主に4～10年に変更している。

　これにより従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ388百万円

減少している。

  なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年3月31日）

　１．受取手形裏書譲渡高 　　　 20百万円

 

　１．受取手形裏書譲渡高 　　　 145百万円

 

 　２．保証債務

　　　下記の関係会社の金融機関借入金等に対し、次の

　　　とおり債務保証を行っている。

会社名 保証金額

　TOKAI IMPERIAL

　RUBBER INDIA

  PRIVATE,LTD　

616百万円

　（280,000千インドルピー）

 

　２．保証債務

　　　下記の関係会社の金融機関借入金等に対し、次の

　　　とおり債務保証を行っている。

会社名 保証金額

　TOKAI IMPERIAL

　RUBBER INDIA

  PRIVATE,LTD　

725百万円

　（256,100千インドルピー）

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年 4月 1日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

　　　とおりである。

　　　　荷造運送費

　　　　給料手当福利費   

　　　　退職給付引当金繰入額     　

　　　　役員退職慰労引当金繰入額   　

　　　　製品保証引当金繰入額 

　　　　役員賞与引当金繰入額   

6,277百万円

6,981百万円　

154百万円　

58百万円　

202百万円　

21百万円　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月 1日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

　　　とおりである。

　　　　荷造運送費

　　　　給料手当福利費   

　　　　退職給付引当金繰入額     　

　　　　役員退職慰労引当金繰入額   　

　　　　製品保証引当金繰入額 

　　　　役員賞与引当金繰入額   

1,930百万円

2,312百万円　

45百万円　

5百万円　

62百万円　

7百万円　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年 4月 1日
至　平成20年12月31日）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　(平成20年12月31日現在）

　（百万円）

　現金及び預金勘定 33,553

　現金及び現金同等物 33,553
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年4月 1日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式  104,042,806株

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　205,291株

 

 

３．配当に関する事項

    配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月23日

定時株主総会
普通株式 935 9.00平成20年3月31日平成20年6月24日利益剰余金

平成20年10月30日

取締役会 
普通株式 935 9.00平成20年9月30日平成20年12月1日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月 1日　至　平成20年12月31日）

 
ゴム製品
（百万円）

樹脂製品その他
（百万円）

計
（百万円）　

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1)外部顧客に対する売上高 55,324 12,562 67,886 － 67,886

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
1 951 952 △952 －

計 55,325 13,513 68,838 △952 67,886

営業利益 789 305 1,094 － 1,094

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年4月 1日　至　平成20年12月31日）

 
ゴム製品
（百万円）

樹脂製品その他
（百万円）

計
（百万円）　

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1)外部顧客に対する売上高 182,821 40,760 223,581 － 223,581

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
6 3,388 3,394 △3,394 －

計 182,827 44,148 226,975 △3,394 223,581

営業利益 8,448 2,087 10,535 － 10,535

　（注）１　事業の区分は、製品種別の観点から２つに区分している。

２　各事業の主な製品は、次のとおりである。

ゴ　ム　製　品…防振ゴム、ホース

樹脂製品その他…精密樹脂部品、樹脂型枠、自動車用内装部品他

３　すべての営業費用を各セグメントに配賦している。

４  (会計方針の変更等）

 　(1) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号平成18年7月5日）を適用して

いる。　　　　　

        これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益がゴム製品

で31百万円、樹脂製品その他で11百万円減少している。

　 (2) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より在外子会社等の収益及び費用の換算方法を変更し、期中平均相場により換算している。　　　　

　　

　　  　これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における外部顧客に対する売上

高がゴム製品で2,184百万円、樹脂製品その他で11百万円増加、営業利益がゴム製品で207百万円増加、樹

脂製品その他で3百万円減少している。

 　(3) 「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を主に4～

14年としていたが、平成20年度税制改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、第１四半期連

結会計期間より主に4～10年に変更している。　

　これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益がゴム製品

で269百万円、樹脂製品その他で 119百万円減少している。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月 1日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）　
北米

（百万円）
アジアその他
（百万円）　

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）　

売上高       

(1)外部顧客に対する売

上高
44,128 12,649 11,109 67,886 － 67,886

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,657 134 2,519 7,310 △7,310 －

計 48,785 12,783 13,628 75,196 △7,310 67,886

営業利益 6 38 1,050 1,094 0 1,094

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年4月 1日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）　
北米

（百万円）
アジアその他
（百万円）　

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）　

売上高       

(1)外部顧客に対する売

上高
146,791 42,722 34,068 223,581 － 223,581

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
16,123 485 7,849 24,457△24,457 －

計 162,914 43,207 41,917 248,038△24,457 223,581

営業利益 4,726 1,667 4,127 10,520 15 10,535

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度による。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北　　　　米…米国

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

３　すべての営業費用を各セグメントに配賦している。

４ （会計方針の変更等）

　（1）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号平成18年7月5日）を適用して

いる。

        これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益が日本で42

百万円減少している。

　（2）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より在外子会社等の収益及び費用の換算方法を変更し、期中平均相場により換算している。

　　　  これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における外部顧客に対する売上

高が北米で896百万円、アジアその他で1,299百万円増加、営業利益が北米で25百万円、アジアその他で159

百万円増加している。

　（3）「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を主に4～

14年としていたが、平成20年度税制改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、第１四半期連結

会計期間より主に4～10年に変更している。

　これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益が日本で　　　

388百万円減少している。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月 1日　至　平成20年12月31日）

 北米 アジアその他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 12,817 12,230 25,047

Ⅱ　連結売上高（百万円）         67,886

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
18.9 18.0 36.9

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年4月 1日　至　平成20年12月31日）

 北米 アジアその他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 43,629 37,578 81,207

Ⅱ　連結売上高（百万円）         223,581

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
19.5 16.8 36.3

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度による。

２　各区分の属する主な国又は地域

北　　　　米…米国、カナダ

アジアその他…中国、タイ、ポーランド

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年3月31日）

１株当たり純資産額 1,394.78円 １株当たり純資産額 1,418.31円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

当第3四半期連結累計期間
（自　平成20年 4月 1日
至　平成20年12月31日）

当第3四半期連結会計期間
（自　平成20年10月 1日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 45.40円 １株当たり四半期純損失金額 6.69円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年 4月 1日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月 1日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益(△は損失) (百万円) 4,714 △695

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(△は損失) (百万円) 4,714 △695

期中平均株式数 (千株) 103,838 103,838

 

（重要な後発事象）

　      該当事項なし。

　      

２【その他】

　　平成20年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

　　（イ）中間配当による配当の総額・・・・・・・・935百万円

　　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・9円00銭

　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成20年12月1日

　　(注) 平成20年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行う。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 21 年 1 月 29 日

東海ゴム工業株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　　順　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 勝木　保美　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大北　尚史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石井　幹太　　印

    当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海ゴム工業株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

  追加情報

  1. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計期間

より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　2. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期連結会計期間よ

り在外子会社等の収益及び費用について期中平均相場により換算する方法に変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注)1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会社

が別途保管している。　　

　　2.四半期連結財務諸表の範囲にＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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